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序章
我が国の河川堤防は、河川整備基本方針・

河川整備計画に基づき順次整備されつつあ
る。しかし、近年の気候変動に伴うゲリラ豪
雨等による堤防決壊などの甚大な被害が多発
する傾向にある。一方で、河川管理に要する
財政が厳しくなっている現状を鑑みると、従
来の河川管理手法をより一層効率化すること
が求められる。
現状では河川計画および管理に必要な資料

を得るために定期縦横断測量が行われている
が、この測量では距離標をもとに 200ｍ間隔
の河川断面形状の堤防法肩、法尻、小段とい
った主要な変化点の横断データしか得ること
ができない。加えて、以下の項目に対応する
河川管理業務も要求されてきている。
①予算の緊縮化にともなう日常の維持管理業
務の効率化

②気象変動にともなう豪雨による堤防決壊な
どの甚大な被害への対処

③洪水や震災により変状した堤防の早期復
元・モニタリングの高度化
測量分野においては、GPS測量および航空

レーザ測量の導入が進んでいるが、広域を対
象にした場合には GPS測量は人的労力がか
かる。また、航空レーザ測量は迅速性に劣り、
実施するための工程を容易に立てることがで
きないという課題がある。

さらに、測量結果から堤体の変状を定量的
に求める技術はまだ確立されていない。

その中、近年公共測量の地形図作成におい
て走行車両に搭載したレーザスキャナを用い

て広域な範囲を、迅速かつ効率的に測量する
技術が普及している。本研究開発は、この道
路構造物の情報等を取得するために導入が進
められている車両搭載型レーザスキャナを河
川堤防管理用モニタリングへと高度化させる
ための技術開発を実施し、新しい河川堤防管
理手法を開発するものである。
具体的にレーザの活用による河川堤防の維

持管理にあたっては、これまでの「事後的管
理」から「予防保全的管理」に転換する「計
画的型管理」を実現する戦略的な維持管理の
推進が提言されている（社会資本整備審議会
河川分科会資料より抜粋）。これを背景にし
て、「人からリモートセンシング」による効率
的な「河道・堤防点検技術の開発」が期待さ
れることを踏まえて、車両走行による「レー
ザープロファイラ」の技術開発に取り組んだ。

1．目的
サイクル型維持管理として「河川（維持）管

理計画⇒現地の把握・分析・評価⇒対策⇒改
善・改良後の把握⇒管理計画の更新｣を推進
することを目的に、従来の巡視点検を効率的
に実施するためのレーザを搭載した車両を走
行することにより、高精度、高密度な堤防の
３次元数値データと画像といった空間情報デ
ータを、容易に、安価に取得し、高度な分析
による新たな河川管理手法を導入すすること
が本研究の狙いである。

これらの取り組みは図 1.2 に示す一連の堤
防点検作業の中の橙色で囲んだ箇所の効率化
を図るものであり、計測データの活用の観点

｢新探査技術による河川堤防管理手法の高度化｣
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からも次の利点が期待できる。
・計測範囲全体を網羅し、対象区間・区域の
概査が均一に評価できる。

・画像や数値解析による工学的分析･評価が
可能となる。

・注力ポイントが判読でき、重点点検区間・
箇所の検出が可能となる。

・出水時・地震時の迅速な対応が可能とな
る。

・データの蓄積によりモニタリング分析が随
時実施でき、評価精度の向上が期待できる。

2．本研究の着眼項目と目標
河川堤防は、堤防天端より概ね 30ｍ範囲内

で法面が形成されている。この範囲の堤防地
表面の３次元データ、デジタル画像をもって、
堤防管理に必要な分析・評価を行うことが要
求されることを踏まえて、｢計測データの取得
手法｣と｢得られたデータの分析・評価手法｣に
着眼し、本研究開発の目標を併せて設定した。

2.1  計測データ取得における着眼点

（１）一連の連続する河川堤防の区間データの
取得方法
目標：堤防天端走行を基本に、法尻走行が
可能な計測によるデータを構築する。

（２）経時変化などの分析・評価に求められる
データの密度、データ取得範囲と精度
目標：照射密度は 30 万回/秒レベル、走査範
囲は 180 度のスキャナ技術を有すること。
堤防の一般・変状・災害モニタリング管理
を考慮した±20㎜を確保すること。

（３）計測の位置精度の確保
目標：位置・高さ精度は従来の GNSS（全
地球測位システム）と同等とし、堤防とそ
の周辺の点群データ、デジタル画像を取得
することが可能であること。

2.2  得られたデータの分析・評価における着
眼点

（１）定量的な変状分析
目標：堤防の定量的な変状分析を実現する
ために、分析技術の構築を行うこと。

（２）堤防管理手法の簡便化
目標：河川管理の効率化の観点から、「堤防
等河川管理施設及び河道の点検要領案」に
記載されている巡視点検項目への適用可能
性、有効性を検証すること。

（３）堤防管理の高付加価値化
目標：巡視･点検、日々の現場踏査での目視
点検で、見落とす可能性が高い堤防の面的
変状など、堤防管理の高度化を目指した分
析手法の有効性を検証すること。

3．研究開発における計測の実施
河川堤防と周辺の地表高並びに画像を取得

するために、計測機器選定と計測ルートを設
定した。平成 23 年度は相模川、平成 24 年度
は円山川を対象として計測を実施し、３次元
点群データ並びにデジタル画像を取得し、こ
れらデータの分析を行った。

3.1  計測機器の設定

レーザ（RIEGL社の VQ-250MMS）の搭載

図1.1　従来の点検に空間情報計測を加えた河川管理の高度化・効
率化イメージ
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状況を図3.1に、計測機器仕様を表 3.1に示す。
図 3.1 に示すとおり、左側が走行方向に対

して垂直方向に照射する計測手法（以下、垂
直計測MMSと称す）で、右側は斜め 45°方向
に照射する計測手法（以下、斜め計測MMSと
称す）の計測車両である。また、左側の計測
車両には、従来の近距離用（SICK社製）も搭
載し、近距離と遠距離照射用のレーザ機器の

特性の比較分析も実施した。

3.2  計測ルート

河川堤防では、一般的に堤防天端は管理通
路として利用されており、堤内・外地の法尻
部、高水敷には、可能な区間に管理通路が設
置されている。MMSの法尻部走行による計
測は、全ての有堤区間で対応できるわけでは
ない。従って、本研究では、図 3.2 に示すとお
り、堤防天端、法尻からの走行による走行す
る側の堤防本体に加え、対岸の堤防の照射を
試みた。

3.3  各計測機器の検証結果

3.3.1 近距離、遠距離タイプの比較検証

図 3.3 は、遠距離レーザと近距離レーザ機
器仕様により得られたレーザ点群を鳥瞰的に
可視化したものである。左側の遠距離タイプ

表3.1　使用した遠距離レーザ搭載MMSの仕様

垂直計測 MMS

斜め計測 MMS

三菱電機㈱製

㈱ニコン・トリンブル製

走行方向に対する照射方向(m)

90°（直角）

0°（前方上下）

45°（斜め）

機　器　名

Rigl（遠距離レーザ）

Sick（近距離レーザ）

Rigl（遠距離レーザ）

×1 台

×2 台

×2 台

機器仕様・設置数

500

70

500

照射可能距離(m)

図3.1　垂直計測MMSと斜め計測照射MMSの概要

図3.2　MMSの走行ルート、レーザ照射概念図

図3.3　遠距離レーザと近距離レーザ（照射距離100m以下）での取得点群の相違
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では、堤防とその周辺の点群が密に取得でき
ている。これに対し、右側の近距離タイプで
は、堤防法面、高水敷は、密度が粗くなって
いることがわかる。
堤防法面勾配は３割（１：３）勾配が原則

で、堤防高が 10ｍの場合、堤防天端から法尻
までの距離は 30ｍ程度である。堤防全体の形
状把握のためには、照射距離 30ｍ地点におい
ても十分な点群密度と精度が確保される計測
機器の選定が必要である。

従って、当研究では照射距離 500m以上で
照射密度 30 万点/秒以上の性能遠距離レーザ
スキャナを搭載した MMS 計測機器をもっ
て、計測技術の開発に取り組むこととした。

3.3.2 レーザの照射距離相関と走行地面状況
の違いによる精度検証

図 3.4 に、走行路線と検証体の設置位置、お
よび設置した検証体を示す。当検証では、As
舗装の堤防天端と砂利舗装の堤防堤外地側の
法尻を走行することとした。
この結果、図 3.5 に示すとおり、舗装面を時

速 30㎞以下の走行で、レーザ照射距離が 30m
の範囲内の対象物を±20㎜の精度で計測する
ことができることを明らかにした。この精度
は、堤体で検出できる変状の量を意味してお
り、GNSSと同じ高い計測精度である。また、
砂利道走行では、As舗装走行に比べて精度が
やや劣化するが、18mの範囲内の対象物の３
次元座標を±20㎜の精度で計測することが可
能であることも判った。
図 3.6 に 15㎜の段差（６段）を有する検証

体の計測結果を示す。照射距離 30m以内では
段差を検出計測できることからも、堤防天端
からの照射による堤防点群データは、±20㎜の
精度確保が可能であることを再確認した。
また、図 3.7 に、堤防天端から遠距離レーザ

搭載MMSによって取得されたレーザデータ
の内、幅 1.0ｍの点群をバッファー処理により
集約したデータを上段に示す。距離相関とし

図3.4　計測実験の場所と検証体

図3.5　As舗装、砂利道走行計測による照射距離と位置精度の相関

図3.6　15㎜の段差形状検出の距離相関

図3.7　計測データ重ね合わせ処理の例
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て、遠い地表面程、点群のばらつきが発生し
ていることがわかる。下段は 160m離れた高
水敷に設置した検証点の位置情報を基に、計
測時の回転と併進移動（ロール角および高さ）
すなわちレーザ照射時の姿勢の補正を行った
断面データである。補正後は遠距離のレーザ
点群も正確に重なっていることが分かる。
この技術により、レーザ密度が少ない箇所

に対して、複数回の計測の重ね合わせによっ
て精度向上が図れることを実現化することが
できた。

3.3.3  レーザ点群の点密度の確認

堤体の地物の判別には、レーザ点の密度が
重要な要素となる。本研究開発では、遠距離
レーザ搭載MMSを用いて、時速 10㎞/H、30
㎞/Hで走行を実施した。
天端のレーザの点密度は、時速 10㎞/Hでは

進行方向４㎝、横断方向２㎝間隔、時速 30㎞
/Hでは進行方向 10㎝、横断方向４㎝間隔であ

った。図 3.8 は、時速 10㎞/Hで走行した場合
のレーザ機器から対象物までの距離（垂直距
離）と点間隔の相関を示したものである。

検証の結果、30m離れた場所で点間隔は
0.1m以下であることを確認した。

3.3.4  計測の位置精度の確保

（１）固定局のGNSS データの違いによる精度
の比較
MMS の車両位置は車両に搭載された

GNSSを用いて、車両の計測位置（自己位置）
座標を計測する。この場合、現地の既知点に
固定局を設置することにより、現地の基準点
網との整合を図ることができる。GNSSを用
いた計測では、電離層と対流圏における伝搬
遅延により、基線距離（固定局とMMS間の
距離）が長くなるにつれ、取得される位置正
確度が低下し、キネマテック法による GNSS

計測（RTK：Real Time Kinematic-GNSS）を
行う場合、基線距離は 10 キロメートル以内が
適切とされている。
また、電離層と対流圏における伝搬遅延の

影響を低減する計測手法として、FKPなどの
ネットワーク型 GNSS計測がある。このネッ
トワーク型 RTK-GNSS計測は、RTK-GNSS
計測に比べ、基線距離を長く、しかも良好な
位置精度を得ることができるという特徴があ
る。ただし、ネットワーク型 RTK-GNSS計測図3.8　時速10㎞/Hの場合のレーザ点群の点密度と照射距離相関得点

群の相違

表3.2　実測点とMMSデータの比較
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でも一定以上の基線長を超えると、取得され
る位置精度も劣化する。
これらの状況を確認するため、本計測では

以下の異なる固定局の GNSSデータを用いて
解析を行い、取得されるMMSデータの位置
精度への影響を検証した。本検証では、以下
の４つの固定局の GNSSデータを用いて比
較を行った。
①電子基準点によるネットワーク GNSSデ
ータを用いた解析（FKP）基線距離：40㎞

②電子基準点の GNSSデータを用いた解析
（RTK）基線距離：10㎞
③新設基準点の GNSSデータを用いた解析
（新設 RTK）基線距離：４㎞
④新設基準点と電子基準点で得た補正値を用

いた解析（新設 FKP）基線距離：４㎞
①、②では、常時位置情報の配信サービス

が行われている電子基準点を固定局として使
用した。③では、対象域付近の距離標に基準
点測量および水準測量を実施して新設の基準
点とし、これを固定局として使用した。また、
④においては、対象路線の始点、終点および
中間点付近の距離標を新設の基準点とし、こ
の３点と最近傍の電子基準点２点を基に FKP

面補正パラメータを算出し、MMSの位置姿
勢の補正を実施した。
（２）後処理解析結果
MMSで取得された GNSS/IMU等のデー

タと各種固定局のデータを用いた後処理解析
結果を以下に示す。ここでは、後処理解析結
果として解析後予測誤差を比較する。解析後
予測誤差とは、GNSSデータから求められる
座標値と、IMUデータより得られる慣性量及
びオドメトリデータより得られる距離を用い
た複合演算で位置姿勢を算出した際に得られ
る推定誤差値である。表 3.2 に、実測で取得さ
れた検証点座標とMMSで取得されたデータ
の比較結果を示す。この結果から、新設によ
る固定局を独自に設けて解析を行うことによ
り、MMSデータの位置正確度を保つことが
可能であることを立証した。

4．得られたデータの分析・評価
MMS計測によって得られた堤防とその周

辺の点群データが、どの程度有効であるかを
分析した。分析にあたり、堤防の地表面点群
の生成方法を開発し、亀裂、モグラ穴、変状
の検出の可能性について評価を行った。

4.1  定量的な変状分析

（１）堤防法面勾配・小段や芝の育成による影
響と対応策

堤防管理において、出水期前、出水後の点
検のために、年１回もしくは２回の除草が実
施されている。ここでは、除草の有無で堤防
地表面到達度の違いを検証した。

図4.2　小段の影響

図4.1　張芝や草の影響
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また、堤防法面は１：３以上の法面勾配で
整備が進められているが、現状で１：２勾配
と小段にて形成した堤防も少なくないことも
踏まえ、除草前、除草後の状態での堤防天端・
法面の計測を実施した。

図 4.1 に示すように成長した張芝や草があ
る場合は、レーザは地表面に到達せず、除草
済みでは地表面に到達することがわかった。
定期的な堤防点検時のMMSによる計測は、
除草後に実施することでこの課題を解消する
ことができる。

また、図 4.2 に示すように法勾配が２割勾
配の堤防は、天端から小段までの法面は的確

に捉えているものの、その下段の法面は照射
点群密度が粗くなる。

①堤防法面勾配の違いによるレーザ照射点群
の課題と対応

図 4.3 に示すように、堤防天端からの計測
では、堤防法面勾配と車体の走行ラインによ
ってレーザの入射角度が変わる。天端からの
照射では、堤防法面勾配がきつくなる程、入
射角も鋭角になり、計測が不利になる。一方、
車体は出来るだけ法面側を走行することが有
利となる。
実際に堤防天端より堤防法面を計測した結

果を図 4.4、図 4.5 に示す。図 4.4 では、堤内
地側走行により、堤防勾配１：２の小段付法
面を照射した。同様に、図 4.5 では、堤外地側
の走行で堤内地側の法面（１：３一枚法）を
照射した。白い部分が照射されていないとこ
ろである。検証結果、明らかに堤防勾配１：
２の小段付法面の点群データは、レーザ照射
による点群の欠損部分が多く発生しているこ
とがわかった。

図 4.3　MMS 計測車両の走行位置と堤防法面勾配の違いによる、
法面の照射イメージ

図4.4　堤内地走行によるレーザ照射点群図

図4.5　堤外地側走行によるレーザ照射点群図
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図 4.6 は、法勾配が２割勾配で２つ法面と
小段の堤体の形状を示す。堤防天端の上の遠
距離レーザ搭載MMSは、斜め右下の方向に
レーザ光を照射している。遠距離レーザ機器
を車両のすぐ上に設置した場合は、照射角度
が小さいために、小段から下の法面（赤色の
斜面）にはレーザ光が当たりづらいことがわ
かる。これに対して、遠距離レーザの位置を
上げることにより、法面全体が見通せること
になる。図 4.6 に示すとおり、天端から高さを
４ｍにすれば、法尻に 32°の角度で当たり、法
面が膨らんでいても十分にデータを取得でき
ることになる。よって、法尻で 32 度になるよ

うな、MMS車両の高さを含めてレーザ機器
の位置を地上から４ｍの高さになるように改
良する必要であることが判った。
②法面芝の育成の影響

除草の有無の状態でレーザ照射した場合の
比較検証を実測値との差分で行った。この際、
点群を抽出するバッファーの幅は 30㎝、60㎝、
90㎝の３ケースに設定した。
垂直計測MMSによる計測で得られた各断

面の平均較差を示す図 4.7 に示すとおり、除
草無しの状態（50㎝〜80㎝の草丈の植生の繁
茂状態）では、地表面より 40㎝上部までしか
到達しないことがわかった。除草済の状態（５
㎝〜15㎝の草丈の状態）では、地表面から５
㎝まで到達することがわかった。
点群を抽出するバッファーの幅は、30㎝、60

㎝、90㎝のうち、一番幅の広い 90㎝のケース
がいずれも堤防法面の地表高に近い値を示し
たことから、堤防線形が直線であれば、でき
るだけバッファー幅を大きく設定し、堤防法
面地表高を評価することが望ましいことがわ
かった。

図4.6　遠距離レーザ搭載MMSの改良のための計算図

図4.7　除草の有無による地表面到達度の較差比較図
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（２）堤防３次元データの生成手法
前述したように、堤防法面は除草後でも芝

が５㎝〜10㎝程度繁茂した状態で計測しなけ
ればならないため、芝草と地表面直接照射し
た点群が混在した状態で点群データが生成さ
れる。
従って、堤防の地表面を評価する技術開発

を本研究で行った。
①断面の作成

堤防形状の算定は断面ごとに行い、最終的に
これを結んだ３次元形状を求めた。断面は1.0m
間隔とし、断面から±0.5mの範囲の点群から形
状を求めた。断面の幅は、中心軸から±30.0mと
した。なお、中心軸の平面位置は、始点と終点
座標を直線で結んだ線分の中点とした。
②フィルタリング

以下に示すフィルタリング処理により、堤
防形状を求めるための点（代表点）を求める。
手順は、次のとおり。
i） 二つの走査線に囲まれた微少角度Δθの

範囲で、中心に最も近い点を求める。
ii）この点から堤防から離れる方向での Δr

の範囲で点群を絞り込む。
iii）得られた点群の座標について単純平均を

求め、これを代表点の座標とする。
③形状作成

フィルタリングで求められた代表点の内、
走査線をまたぐ二つの代表点を直線で結び、
この直線と走査線の交点を、堤防形状を表す
点と見なした。形状算定の結果を図 4.8 に示
す。

4.2  堤防の変状区間、箇所の抽出技術

堤防変位実態分析として、２つの計測時期
の異なる点群データを用いた差分解析や、別
途収集する植生データを活用した堤防浸潤線
の判読分析を行う。また、堤防の変位が現れ
た区間について、土質性状を踏まえた堤防変
位解析を実施し、各種計測結果との相関につ
いて検証する。堤体沈下観測データが入手で
きた場合は、その結果も反映し、今回の計測
技術の堤防変状管理への活用の可能性につい
て検証した。

（１）過去のデータ差分による堤防の変状検出
技術

①面的な変状検出

堤防を 1.0m間隔の横断面に区切り、断面か
ら±0.5m の範囲の点群から断面の形状を求
め、堤防の３次元形状データを生成する技術
を構築した。これにより遠距離レーザ搭載
MMSの異なる２時期の計測データをもとに、
図 4.9 に示す差分解析結果から、任意の量の
変状を面的に抽出することを可能にした。
②堤防改修後のモニタリング分析

堤防は、計画高水位（H.W.L）に対応した築
堤盛土や、浸透流対策や軟弱地盤対策のため
の堤防補強、災害発生時の復旧などの改修・
改良が施されている。改修・改良後の堤防の
沈下・変状、周辺の地盤への影響などのモニ
タリングは重要な河川管理要素であり、その
効率化・高度化が今後要求される。
本研究では、近年に堤防補強工で軟弱地盤

対策（鋼矢板）を行った区間を対象に、経年

図4.8　構築した堤防３次元データ 図4.9　次元形状の差分解析による法面変位の抽出結果
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的な堤防の変状分析を行った。図 4.10 は、堤
防補強工事の竣工図より生成した堤防３次元
数値データと４年経過した時点の長距離対応
MMS計測によって得られたデータとの差分
抽出の結果を示したものである。図 4.11 は当
初の沈下予測を示したものである。また、図
4.12 は、図 4.10 に示す２断面（NO.5、
NO.7+6.2）における経年沈下を示したもので
ある。
従来の堤防沈下・変状モニタリングは、断

面に数箇所の観測箇所を設置し計測する手法
を採用している。これに対して、堤防３次元
データを活用したモニタリングでは、対策工

を講じた区間において、一律の沈下・変状が
生じているのではなく、基礎地盤条件や、地
下水位などの影響によって複雑に変状してい
ることを面的に把握することができるように
なる。この分析手法により、スパイラル的な
重点管理、留意すべき区間抽出、詳細な対策
管理が実現するものと考える。
③１回の計測値から変状を抽出する技術

複数期の計測モニタリングによる変状分析
に加えて、計測時点でいち早く変状抽出をす
るために、１回の計測値から変状が生じてい
る個所を抽出する手法を試みた。図 4.13 は、
堤防３次元地表面データ平面に変換し、凹凸

図4.10　堤防完成時と４年経過後の地表高差分図 図4.11　沈下予測図

図4.12　施工時断面復元技術による腹付盛り土個所の詳細な経年変化解析
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の激しい個所を抽出するアルゴリズムにより
分析した結果である。赤い枠の領域に示す赤
い凸部分は、はらみだしの傾向が現地調査で
確認できた地点である。この結果、法面の変
状を把握する有効な手法であることがわかっ
た。また、図 4.14 は堤防天端の中心を基線軸
とした横断方向の標高分布を構築したもので
ある。50㎜の差が生じている個所が青色で表

示されている。本手法で面的かつ連続的な定
量的評価が可能になることが判った。

（２）亀裂・モグラ（ヌートリア）穴の検出技術
堤防の破壊、変状要因で留意される亀裂、穴

といった現象の検出の可能性を検証するため
に、図 4.15 に示す擬似モデルを対象に計測を
実施した。図 4.16 は堤防法面と各擬似モデル
に照射された点群の状況で、図 4.17 は擬似モ

図4.14　比高差解析による変状箇所の抽出例図4.139　凹凸解析による変状箇所の抽出例

図4.15　擬似モデルと配置図 図4.16　MMSによる擬似モデルの照射点群データ

図4.17　各擬似モデルに照射された点群
（L=4.0m） （L=12.4ｍ） （L=18.0ｍ）
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デルに照射した点群データを表せたものであ
る。
検証の結果、レーザ点群の密度が高い地域

では、レーザ点群の分布から穴の存在が検知
できること、レーザ点群の密度はレーザの照
射距離と照射する角度に依存するため、車両
走行位置が検出精度に大きく関与することを
確認した。また、直径 10㎝の穴は、５㎝の点
間隔の点群で検出可能であり、４㎝の幅・長
さ 90㎝の亀裂は、２㎝の点間隔のレーザ照射
で検出可能であることを確認した。
実際に現地にあったヌートリアの穴の抽出

例を図 4.18 に示す。
天端走行では法面中央から法尻に存在する

穴の認識が難しい。穴の検出には車両走行位
置の関係が重要であり、車両から穴が見えに
くい個所にある場合は検出も困難である。

図 4.19 は、擬似モデルを堤防法尻から照射
した点群データである。このことから、法面
の穴の検出を目的とした計測は、堤防法尻の
走行など、現場ごとに走行位置等を計画し。管
理することが求められる。

5．まとめ
5.1  堤防管理上の計測データ取得

（１）一連の連続する河川堤防の区間データの
取得方法

河川堤防天端は管理用通路として整備され
ており、車両通行が可能である。しかし、堤
防法尻や堤防法尻付近の道路は一部区間に限
られているのが現状である。本研究では、堤
防天端からの車両計測の可能性を試行した結
果、30ｍ幅の範囲では照射点群の取得と精度
の確保ができることを立証した。今後、特に

図4.18　ヌートリアの穴の抽出例

図4.19　堤防法尻走行による点群データ
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堤防変状の重点管理をすべき区間において
は、法尻付近の走行計測を行うための管理用
通路の確保策も必要に応じて対応していくこ
とが求められることも予測される。これに関
しては、実際の堤防巡視・点検時に車両走行
計測を実施したうえで検証する必要がある。

（２）経時変化などの分析・評価に求められる
データの密度、データ取得範囲と精度

目標の堤防天端、法面の計測範囲（天端よ
り 30ｍ範囲内）を対象に検証実験を実施し結
果、今回採用したレーザ仕様の照射密度 30 万
回/秒レベル、走査範囲は 180 度のスキャナを
によって十分に対応できることを立証した。
また、照射距離 30m以内では 15㎜段差が検

出計測でき、かつ、堤防天端からの照射によ
る堤防点群データは、±20㎜の精度確保が可能
であることを立証した。
遠距離レーザ搭載MMSは、照射距離が長

くなる程、点群のばらつきが発生し、精度が
劣化するが、検証点による姿勢の補正を行う
ことによってレーザ密度が少ない箇所に対し
て複数回の計測の重ね合わせによって、精度
向上が図れる手法を開発することができた。

（３）計測の位置精度の確保
レーザの位置精度は、今後の堤防モニタリ

ングにおいて確保されなければならない必須
条件である。そのためには、計測区間におい
て新設の固定基準点を独自に設けて解析を行
うことにより、位置正確度を保つことがより
有効であることを立証した。よって、目標と
する位置・高さ精度は従来の GNSS（全地球
測位システム）と同等として堤防とその周辺
の点群データ、デジタル画像を取得すること
が可能とした。

2.3  得られたデータの分析・評価

（１）定量的な変状分析
遠距離レーザMMSによる計測データは、

堤防管理区間全体を連続的に３次元地表高デ
ータとして保管することができ、データの蓄
積により、堤防の変状を面的に全体把握でき
ることを立証した。堤防天端、法面の変状把
握は、基本は前回の計測データとの差分抽出
で抽出する手法を開発することができた。堤
防管理では、出水や地震時には迅速な変状把
握が求められるケースが発生することを踏ま
え、一回の計測データによる堤防法面の起伏
分析データの構築の開発を行い、実現可能と
した。このデータを基に管理区間における変
状箇所を迅速に抽出し、現行の巡視点検者の
効率化、簡便化を図る手法を開発することが
できたものと考える。
堤防法面の計測は、成長した張芝や草がレ

ーザの地表面に到達度を低下させることを踏
まえ、定期的な堤防点検時に実施される除草
後に遠距離レーザMMSによる計測を実施す
ることが必須となる。これは,車両走行計測時
の必須条件となることを確定させたものであ
る。
また、小段付の２割の法勾配の堤防は、天

端から小段までの法面は的確に捉えるもの
の、下段の法面は照射点群密度が粗くなる。そ
のため、地上からレーザ機器の位置を今回の
試験計測時の H=2.2ｍから H=4.0ｍの高さに
改良するなど、堤体全体のデータを取得でき
る手法を確立することができた。

（２）堤防管理手法の簡便化
河川管理の効率化の観点から、「堤防等河川

管理施設及び河道の点検要領案」に記載され
ている巡視点検項目への適用可能性、有効性
については、本論では述べていないが、本研
究において、下記の巡視点検に適用できる点
検項目を評価している。
１）堤防法面、亀裂・陥没・はらみだし・法

崩れ・寺勾配化、侵食等の変状
２）芝のはがれ、堤防植生の繁茂状態
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３）雨水排水上の問題となる小段、法尻部の
排水勾配、不陸

４）樹林の侵入・拡大
５）坂路・階段取り付け部の洗掘、侵食
６）堤防護岸、高潮堤防排水工の目地開き、

亀裂、破損、漏水
７）堤防天端の亀裂・陥没・不陸変状、侵食、

スパン目地
８）高潮堤防の法部分の漏水・痕跡
９）高潮堤防の剥離・剥落・欠損、錆汁、鉄

筋露出など
しかし、現段階では巡視点検に適用できな

い点検項目は、表土の状態（湿潤状態、緩み）、
法面・小段の泥濘化、堤体内の空洞化、低水
部の施設、しぼり水による浸潤状態、ドレー
ン工の目詰まり、ひび割れの有無などがある。
これらに関しては、今後の遠距離対応のMMS

の計測機器の性能向上と、他の計測手法の開
発により補間する技術開発は、今後の課題で
あり、早急に取り組んでいくべきである。
（３）堤防管理の高付加価値化

従来の堤防沈下・変状モニタリングは、断
面に数箇所の観測箇所を設置し計測する手法
で、点の観測である。これに対して遠距離レ
ーザMMSは、連続する堤防管理区間全体を
３次元データとして保管し、差分による経時
変化を算出することで、面的な変状、変化を
把握することができる。すなわち、堤防管理
の高度化が図れることを立証した。
出水後や地震による影響把握のための堤防

点検では、変状抽出の迅速な対応が求められ
る。本研究では、一計測時期により得られた
３次元地表高データから、堤防法面の起伏分
布図を作成する手法を構築した。よって、堤
防天端・法面において凹凸の激しい個所を容
易に早く抽出し、変状の可能性が高い個所を
抽出することを実現した。
遠距離レーザMMSの天端走行によって得

られるデータのみでは法面全体の亀裂、モグ
ラ穴の検出、認識が難しいこともわかった。
穴の検出にはレーザの照射角度が重要で、車
両から穴が見えにくい個所にある場合は検出
も困難である。そのため、これらの変状を的
確に把握するためには、堤防の法尻の走行ル
ートの確保など、必要に応じて、堤外地の高
水敷の管理通路の確保、堤内地では、堤脚水
路に隣接する管理通路の確保などの対応が求
められる。

6．おわりに
遠距離レーザMMSは、河川堤防管理の効

率化・高度化を図っていく上で、大いに活用
され、効果を発揮するものと期待できる。今
後は、従来の堤防点検時と同時期に計測を実
施しながら実用化の検証を行い、これら計測
技術と人による点検の優位性をもって、新た
な河川管理手法を確立することに貢献してい
く所存である。
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